【福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与】　　　　　　　　　　　　　　　令和６年４月版　　　　　　　　　　　　　　　　　　


１　届出が必要な加算（減算）の内容、必要書類　
　次ページの一覧表で確認してください。
２　届出時期
算定開始月の前月１５日（閉庁日の場合は翌開庁日）が締切りです。
届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。）については、届出が１５日以前に

なされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には翌々月から、算定開始となります。

　　 事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合は、速やかにその旨の届出
が必要です。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算
定はできません。
３　届出手順




郵送用宛名ラベル　　※こちらをコピーの上、使用されると便利です。

　　　〒　７００－０９１３　　

岡山市北区大供３丁目１－１８　　KSB会館４階

岡山市　事業者指導課　訪問居宅事業者係　　宛
＜体制届　（　　　　　　　　　　　　　　　　　）在中＞


　　○介護報酬算定に係る体制等に関する届出（福祉用具貸与）

次の内容の加算を算定しようとする場合は、事前に岡山市への届出が必要です。
届出をしていないと、サービスを提供しても報酬が支払われませんのでご注意ください。
	加算等
	提出書類

	 特別地域加算
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
（別紙1-1-2、1-2-2）
 ※対象地域に事業所が所在していること。

【岡山市における対象地域】
離島振興対策地域　・・・犬島

振興山村・・・旧宇甘東村（下田・高津・宇甘・中泉）

旧宇甘西村（勝尾・紙工・虎倉）

旧竹枝村（大田・吉田・土師方・小倉）

旧上建部村（建部上・宮地・富沢・田地子・品田）

　

	中山間地域等における
 小規模事業所加算


	中山間地域等における小規模事業所加算は、「地域に関する状況」と

「規模に関する状況」の両方が要件に該当しないと算定できません。

　※令和６年４月１日現在の岡山市に所在する事業所は、地域区分が

７級地のため、「地域に関する状況」の要件に該当せず、当該加算

の対象となりません。

	加算の取下げ
 
	①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
（別紙1-1-2、1-2-2）


※加算等の取り下げとは、事業所として加算等の要件を満たさなかった場合を指します。
※従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表は、（厚労省標準様式・市参考様式）のどちらかを
　　 お使いください。

※加算等の追加・取り下げの場合は、各事業所において、重要事項説明書に加算項目の追加・

削除を行ってください。
※その他確認が必要な書類の提出をお願いする場合があります。

体制届（必要書類・提出方法）


※届出用紙は、事業者指導課（訪問居宅事業者係）のホームページからダウンロードできます。














郵送（〒）








必要書類の作成


①の事業所控えをとる　→　保管


①を下記に郵送する。


〒700-0913 


岡山市北区大供3丁目1－18　KSB会館4階


 　 岡山市事業者指導課　訪問居宅事業者係　宛


（下記の郵送用宛名ラベルを活用してください。）





届出が必要な加算（減算）等の発生





一覧表で必要


書類等の確認





サービスの種類を記載してください。








